－労使関係ルールに関する基本要求書について－

　地方公務員の自律的労使関係制度を確立する地方公務員制度改革関連２法案は、2012年末の衆議院解散により廃案となり、今後の見通しは極めて不透明です。しかし小泉構造改革以降、自治体財政はひっ迫し全国的には６割の自治体で人事院・人事委員会勧告と関係のない給与の独自削減が行われ、北海道でも2014年４月時点で29自治体まで減少しましたが、ピーク時には117自治体（2008年度）で何らかの独自削減が行われてきました。また、2013年の国の臨時特例減額に準じた給与削減要請時には98自治体で要請に基づく削減は行わない労使合意を得ていますし、2014人勧「給与制度の総合的見直し」に対するたたかいにおいても、2014賃金確定闘争終結時点で98自治体が取り扱いを継続協議としています。このように、私たちの賃金・労働条件は結局のところ労使交渉によって決定しているのが実情です。自律的労使関係制度の措置を含んだ国公関連４法案・地公関連２法案が廃案となり、当面は人勧制度に基づく賃金闘争が強いられますが、人勧制度は完全に機能不全におちいっており、要求－交渉－合意と書面協定（労働協約）化によって私たちの賃金・労働条件を決める時代にすでに入っていると理解しなければならず、自治労本部は要求－交渉－妥結の交渉サイクルの確立と妥結結果の書面協定（労働協約）化は労働組合の当たり前の役割であり、引き続き春闘の重点課題と位置づけています。

　北海道本部としても、自律的労使関係の措置は2008年６月に成立した国家公務員制度改革基本法は旧自公政権下で民主党が修正協議に応じて成立した経過にあることやその流れで国公関連４法案と地公関連２法案が閣議決定・国会提出された経過にあること、またすでに人勧制度が本来の代償機能を喪失している現実、ＩＬＯから９度にわたる勧告を受けている情勢からも新制度への転換は自公政権としては避けてとおることが出来ない課題となっていることから、要求事項の集約－要求書の作成－要求提出－交渉実施－妥結（協約・書面協定）の交渉サイクルの確立と妥結結果の書面化の推進を、重点課題として位置づけ春闘期に年間を通じた交渉・協議の基本的ルールや交渉テーマなどについて労使で確認することを、道本部統一の取り組みとして位置づけます。

　自律的労使関係制度の導入を前提とすれば、誠実交渉義務について、当局側の対応が問題視されることとなります。特に現行法には規定のない「不当労働行為」が法定化されることによって、民間で積み重ねた判例や労働委員会命令の考え方が公務員に対して適用されることとなりますので、このことを根拠に当局に対して誠実交渉を守らせる取り組みが重要です。

　また、管理運営事項の取り扱いについても、組織機構改革や人事評価制度の導入が該当することとなりますが、結果として労働条件変更につながる制度改正については、「労使で協議を行う」という団体協約の締結が可能か否かという質問をして、一定の回答を引き出すことで、一方的に制度改正はさせない取り組みが重要となります。

　このような取り組みのスタートとなる「基本要求書の提出」は、全単組が真剣に取り組みを行わなければなりません。

　なお、「労使関係ルールに関する基本要求書」については、その回答内容は協定書の内容となることを求めることとなります。したがって「統一要求書」に関わっては、必然的に「人事院勧告に準じて」とか「人事院勧告を踏まえて」とした回答にはならないことをしっかりと単組役員が理解をする必要があります。そして、自治体当局に対しては少なくとも地方公務員法第24条の規定や労使間での交渉の結果を踏まえて決定するとした回答とするように取り組みます。
＜参考－地方公務員法第24条＞

	

	（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第24条　職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

２　前項の規定の趣旨は、できるだけすみやかに達成されなければならない。

３　職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。

４　職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

５　職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当たっては、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。

６　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。

	


	

	労使関係ルールに関する基本要求書

●●●長　　●●●●様

●●●職員労働組合

執行委員長　●●●●
※　前文は参考とします
　地方自治の確立に向けた貴職のご尽力に心より敬意を表します。

　2012年11月に地方公務員制度改革関連２法案が国会に提出されるなど、歴史的な一歩がすでに踏み出されています。

　私たちは、新たな制度のもとでは、これまで以上に労使の相互信頼のもとにおける労使交渉が重要な位置を占めることから、職員の賃金・労働条件については、互いによりいっそう真摯に交渉・協議をしていくことが求められると認識しています。

　つきましては、職員の賃金・労働条件に関しては、下記の点を基本的な団体的労使関係ルールとして確認されるよう要求します。
記

１．賃金・労働条件の決定にあたっては、労使交渉・協議の実施とそれに基づく合意によるものとし、労使による自主決着をすること。
【解説】

　①賃金等を決定する際には、必ず労使交渉・協議を行うこと、②合意点をたがいに真摯に探ること、③交渉を途中で打ち切り、条例案を議会に勝手に提案するようなことを行わないこと、等を求めるもの。

　なお、「自主決着」には、人事院勧告よりも低い水準の人事委員会勧告が出されている場合に、その県内市町村において、人事委員会勧告に従うことに当局側が固執することに対する歯止めや、労使合意よりも大きな割合での独自カットを議会が提案してきた際に、当局側の誠意を持った対応を求めることなどの意味を含む。※＜付属資料①＞【解説１】参照
２．職場の存廃や業務の委託、人事評価制度の導入等、職員の賃金・労働条件にも大きな影響を与える事項については、適宜、事前に労使協議を行うこと。
【解説】

　組織改編や人事評価制度そのもの等については、管理運営事項であるとして交渉を拒否する当局も少なくない。それに対し、「大きな影響を与えるものであるのだから、（管理運営事

項そのものであっても）協議を行うべき」であることを求める。

　なお、第３次公務員制度審議会答申以降、「管理運営事項の処理の結果、影響を受けることがある勤務条件については交渉の対象になる」との考え方が確立していることから、賃金・労働条件に該当する部分については、１．にあるとおり、交渉を行うよう求める。【解説２】参照


	


要求から妥結までの流れと書面協定
《１．要求書作成から回答》

　職場集会やオルグの中で、賃金・労働条件や人員配置、組織機構や人事などあらゆる職場の問題について議論する中から統一的な要求をまとめていきます。全員参加の労働組合をめざし多くの組合員から意見を吸い上げるため「一人一要求アンケート」などを行うことも有効です。

　同じ職場の組合員から、正反対の要求が出されることは常にありますし、職場集会やオルグで一致した要求でも別の職場集会では正反対の要求になることもあります。大切なことは、そのような結果になったことの事実関係を正確に組合員に伝えることです。また、そのことに対する執行部の考え方を率直に説明することです。また、要求を実現するためにはどのような困難があるか、それを克服するためにはどのような闘いが必要かなどの説明も合わせて行います。

　執行部は要求書原案を作成し、分会などをとおして職場討議を十分に行い組合員の意識を把握しまとめていきます。要求に対する組合員の自信と確信が、組合の戦術への結集にもつながります。

　職場討議した内容を整理し、要求書と闘争戦術の執行部案を作成し職場におろして全組合員で確認します。

　要求と闘争体制について、職場組合員の大方の同意が得られた段階で、組合規約に基づく機関会議を招集し、要求と闘争体制、闘争戦術を一体のものとして決定します。

　要求書提出先は首長ですが、交渉の窓口となる総務課長などに直接手渡して次の事項を通告します。

１．要求事項の主旨を説明

２．回答指定日

３．文書での回答を確認

４．団体交渉の申し入れと闘争戦術の事前通告

回答を文書で受け取り内容を速やかに分析する。

※期限までに回答がない場合は当局を追求する。

《２．交渉から妥結・書面協定》
　ほとんどの場合、文書回答は不十分な内容が多いいため、すぐに交渉を申し入れ、交渉日・場所・交渉課題・交渉メンバーなどを確認します。交渉は、執行部全員・青年部・女性部役員などできるだけ大衆団体交渉を追求します。


○回答内容への反論のため法律・条例規則・既得権などの調査をして裏付け資料を用意します。

○要求事項の根拠を明確にするための調査や研究も行います。

○事前に交渉メンバー全員で学習会を実施し要求の内容、交渉の進め方、発言の役割分担などについて意思統一をはかっておきます。

○労使対等であることを念頭に交渉を進めます。

○交渉は、相手の対応いかんで思わぬ展開をみせることもあります。相手方のこれまでの言い方や法令・規則、これまでの交渉経過、性格などの分析から想定されるやり取りを検討しておくと交渉が進めやすくなります。

○組合員は、別の場所で闘争委員会や職場集会をひらいて待機するなど、全組合員が参加しているという意識をもてるようにします。うしろに多くの組合員が控えているという重みが交渉の場での迫力となりますし、逆に組合員が無関心で役員だけの交渉というのでは当局側に見透かされてしまいます。
○交渉の途中で、当局側から新しい提案などがあり、事前に打ち合わせていない局面になったときは、必ず休憩をとって意思統一をします。当局側の誘いに乗って、よくわからないままに、その場で承諾するようなことがあってはなりません。持ち帰ってよく検討するようにします。
○交渉の経過は逐一組合員に知らせ、最終的な場面では、待機している組合員や地方本部役員にもはかって、全体の意思を確かめたうえで判断し、決着します。
○労使で合意した内容は、書面にして双方署名押印して「書面協定」を交わします。（下記ひな型を参照）
《書面協定のひな型》

	確　 認 　書

　自治労○○市町村職員労働組合と○○市町村は、団体交渉の結果、下記の内容で合意に達したことを確認するとともに、後日のため本文書を２通作成し、それぞれが保管する。
記

１．（合意内容を具体的に箇条書きする）

2． 〃

3． 〃

２０１５年○月○日
市町村長　　○　○　○　○　　　印
自治労○○市町村職員労働組合

執行委員長　○　○　○　○　　　印
○○現業公営企業評議会

議　長　　　○　○　○　○　　　印


注１　表題は、「確認書」「覚書き」「議事録（交渉記録）」など何でもよい。

注２　合意内容は、後日、解釈をめぐって対立が生じないよう具体的に記入する。

注３　年月日と当事者の表示､代表者名と押印は、書面協定として効力を持たせるための必須記載事項。

注４　当局側の代表者として記名押印する者は、労働条件について決定する権限を持つ者であればよい。

注５　現業公企職員に関する事項で現業公企評議会がある場合は市町村職労委員長と現業公企評議会議長の連名で、社協労組などと労働組合連合会を結成している場合は、労連委員長と社協労組などの委員長と連名とする。
《労使関係ルールに関する協定書のひな型》

	労使関係ルールに関する協定書
　●●市町村長　●●●●と、●●●職員労働組合執行委員長　●●●●は、下記の事項について合意したことを確認し、書面協定を締結する。
記
１．賃金・労働条件の決定にあたっては、労使交渉・協議を実施し、それに基づくものとする。
２．職員の賃金・労働条件にも大きな影響を与える事項については、事前に労使協議を実施する。
２０１５年○月○日

市町村長　　○　○　○　○　　　印
自治労○○市町村職員労働組合

執行委員長　○　○　○　○　　　印


＜付属資料①＞
「労使関係ルールに関する要求書」の作成、交渉にあたっての解説
	

	【解説１】
民間労使関係における使用者の誠実交渉義務（菅野和夫「労働法第９版」より）

○基本的内容
　使用者には労働者の代表者と誠実に交渉にあたる義務がある。すなわち、使用者はたんに組合の要求や主張を聞くだけでなく、それら要求や主張に対しその具体性や追求の程度に応じた回答や主張をなし、必要によってはそれらにつき論拠を示したり必要な資料を提示する義務がある。（中略）しかし他方、使用者には組合の要求ないし主張を容れたり、それに対し譲歩をなす義務まではないのであって、十分な討議ののち双方の主張が対立し、意見の一致を見ないまま交渉打切りとなることは誠実交渉義務の違反ではない。
○誠実交渉義務違反の典型例
・合意達成の意思のないことを最初から明確にした交渉態度（例：「会社側には労働協約締結の意思はない」と最初から宣言するような場合）

・実際上交渉権限のない者による団体交渉（例：使用者側の交渉担当者に決定権限がなく、「承っておく」「社長に伝える」と言うだけで進展しない場合）

・拒否回答や一般論を繰り返し、実質的検討に入ろうとしない交渉態度

・合理性を疑われる回答への十分な説明のないままの固執（例：従来の基準とはかけ離れた回答をし、しかもその論拠に関する具体的説明をしない場合）

・組合側の要求・主張に対する回答・説明・資料提示などの具体的対応の不足

・達成された合意を組合側の要求により書面（労働協約）にすることを拒否（合意された協定書への調印拒否を不当労働行為とした事例：大阪貨物事件（中労委昭48・3・7）、文祥堂事件（大阪地判平2・10・26））
○誠実交渉義務違反とならない典型例
・交渉行詰まりによる交渉の打ち切り。労使双方が当該課題についてそれぞれ自己の主張・提案・説明を出し尽くし、これ以上交渉を重ねても進展する（いずれかが譲歩したり、新たな提案をする）見込みがない段階に至った場合には、使用者は交渉を打ち切ることが許される
○上記事例等の公務への適用
・自律的労使関係制度が措置された場合には、公務員についても、不当労働行為に対する救済制度が整備される。民間で積み重ねた判例や労働委員会命令があり、その考え方が公務員にも適用される見込みである

・よって、誠実交渉義務違反があると組合側が考える場合には、不当労働行為として労働委員会に申し立てを行うことができる

	


	

	【解説２】
「管理運営事項」の取り扱い
○基本的内容
・管理運営事項の範囲については、自律的労使関係措置後においても、現行の運用と同様となる方向

・ただしこの間、当局が管理運営事項を拡大解釈することによって交渉が進まない事例が多く報告され、労使間の紛争の大きな要因となってきた事実がある

・予算、組織、定員等については典型的に管理運営事項とされることが多いが、少なからず勤務条件に影響を与えるものであり、交渉・協議を行うことができないことには問題がある
○対応方針
・したがって、管理運営事項として当局が交渉を拒否した場合には、組合側は勤務条件に密接な関係があることを事実・実態をもって示し、交渉の課題とさせていくことが肝要

・また、交渉申し入れの際に、当局に管理運営事項を理由とする交渉拒否の「口実」を与えないようにする工夫も必要

・例１：事業のアウトソーシングの撤回を求めるにあたっては、職員の配置や勤務場所の変更等の勤務条件を交渉事項として申し入れ、その交渉過程においてアウトソーシングの是非についても交渉する

・例２：人事評価制度の導入が提案された場合に、導入の是非を交渉事項とするのではなく、評価基準等の設定によって労働条件に影響を与えうることを理由に、検討されている評価制度の内容を交渉事項とする。
○自律的労使関係の制度設計に向けた今後の戦略
・公務労協は、国家公務員労働関係法案の審議の中で、たとえば、「組織機構改革や人事評価制度について、労使で協議を行う」という団体協約の締結が可能か否かという質問をして、一定の回答を引き出す、という戦略を描いている

・また、民間の労使関係においては、団体交渉とは別に労使協議制が設けられており、労使双方において「有効な手段」との評価があるところ

・法律相談所の小川顧問弁護士においても、今後は、「管理運営事項を含めた労使協議制度の新設が不可欠」との見解を寄せている（自治労通信2011年11・12月号「地方公務員制度改革に備えて」参照）

	


	

	【解説３】
「労使交渉」と「労使協議」の使い分けについて
○基本的内容
・地公法55条は、交渉事項を「職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、及びこれに附帯して、社交的又は厚生的活動を含む適法な活動に係る事項」とし、同3項で「地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項は、交渉の対象とすることができない」として、管理運営事項を交渉対象から除外している（管理運営事項については、地公企労法においても同様）。

・これに対し、「労使協議」とは、団体交渉とは別個の手続きであり、労使間の情報共有・意思疎通・合意形成の手段である。労使協議制は、民間において労働組合を有する事業所の80％が有しており（厚生労働省調査）、団体事項とは区別された経営生産事項（経営の方針・計画、人事政策など）を協議する制度となっていることが多い。
○対応方針
・したがって、上記＜解説２＞の対応方針を踏まえつつ、この間の単組の取り組みなどによって「管理運営事項」であるとして当局が交渉を拒否することがすでに予想される事項については、あくまでも「労使協議」であることを主張し、実質的な労使の話し合いの場の確保をめざす。

	


＜付属資料②＞
労使関係ルールに関する協定書（確認書）の事例
	＜例１＞


確認書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、交渉の結果、下記の事項について合意したことを確認する。
記
１．賃金・労働条件の決定にあたっては、労使合意による自主決着とする。
２．職場環境の点検・見直しを随時行い、改善に向け協議を行う。
３．組合休暇の整備については、継続協議とする。
	＜例２＞


確認書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、下記の事項について合意したことを確認する。
記
１．職員の賃金・労働条件については労使交渉・協議の上決定する。
２．事前協議に関する協定に基づき、事前協議制を遵守する。
	＜例３＞


労使関係に係る基本的事項についての確認書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、より適正な労使の信頼関係を確立するため、労使関係の基本的事項についての確認書を作成したので、次のとおり合意する。
記
１．従来の労使慣行を踏まえ、より適正な労使の信頼関係確立に向け、双方協議協力に努める。
２．労働条件の変更に係る事項について、双方の合意形成をめざし事前協議を行うものとし、事前協議の申し入れがあった場合には、双方遅滞なく協議に応じるものとする。
３．団体交渉は、●●市長と●●市職員労働組合の代表者によって行うものとし、双方、誠意と責任を持って対応する。
４．労働条件の変更に係る事項について協議した結果、合意した事項については、双方書面を取り交わし、誠意を持って履行する。
	＜例４＞


協定書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、次のとおり協定する。
記
１．事前協議制
　施設の新築及び改築、新規事業、業務内容の変更等による勤務条件及び定数に関する事項については、事前協議を行うものとする。
２．関係法令の取り扱い
　前条の規定に基づく協議を進めるにあたっては、地方公務員法等の関係法令を労使双方が十分認識し、行うものとする。
３．書面協定
　労使間交渉において合意に達した事項については、書面による協定を締結するものとする。
４．疑義
　今後、協議を進めるに当たり疑義が生じた場合は、その都度、労使双方が誠意を持って問題解決に向け話し合いを行うものとする。
	＜例５＞


協定書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、次のとおり協定書を締結する。
記
１．この協定は、市長と組合が、組合員の労働条件の維持改善及び民主的な労使関係の確立を図ることを目的とする。
２．市長または組合のいずれか一方から団体交渉の申し入れがあった場合は、速やかにこれに応じなければならない。ただし、特別の事情があるときは、双方協議の上変更することができる。
３．労使交渉で合意した事項については、条例等の制定または改廃の手続きをし、実施するものとする。
４．職員の労働条件に関する事項については、市長と組合が事前に協議し、互いに問題解決を図ることに努めることとする。
５．団体交渉または協議によって合意した事項については、書面を作成して記名押印し、保管するものとする。

	＜例６＞


協定書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、次のとおり協定書を締結する。
記
１．団体交渉は、労使対等の立場で行い、事案の円滑な解決のための誠意を尽くすものとする。
２．労使いずれか一方が団体交渉の申し入れを行った場合は、相手方は正当な理由がない限り、速やかにこれに応じなければならない。ただし、特別の事情があるときは、双方協議の上変更することができる。
３．団体交渉または協議によって合意した事項については、書面を作成して記名押印し、保管するものとする。
	＜例７＞


協議事項等に関する覚書
この覚書は、職員の勤務条件に関わる事項について、●●市と●●市職員労働組合が、共通する問題の解決にあたり、事前に協議することにより問題解決を図るために必要とする事項を定めるものとする。
記
１．事前協議の対象とする職員の勤務条件等は、次に掲げる事項とする。
（1）事業の開始、改廃等に伴って変更を要する職員の勤務条件等及び新規事業導入に伴って配置する職員の勤務条件等に関する事項
（2）他団体に職員を派遣、出向させる基準の設定または改廃に関する事項
（3）職員配置基準の変更に関する事項
（4）作業工程の変更並びに設備等の導入及び変更に伴って変更を要する職員の勤務条件等に関する事項
（5）上記のほか、市長が協議を必要と認めた職員の勤務条件等に関する事項
２．市長は、事前協議の範囲としたものの実施にあたり、組合に対して協議の申し入れを行う。
３．申し入れを受けたとき、組合は速やかにその協議の実現に努める。
４．協議の申し入れの結果必要がある場合には、双方協議の上、専門委員会又は小委員会を設置する
ことができる。

５．事前協議が整わない間は、原則としてその対象となる職員の勤務条件等の変更は行わない。
６．協議の結果、意見の合致した事項については、遅滞なく書面を作成し、双方において誠意と責任を持ってその実現に努める。
（自治体単組用）
	

	2015年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書
１．「給与制度の総合的見直し」について

国の給与制度の総合的見直しに準じる賃金水準の引き下げは行わないこと。仮に行う場合は、以下の要求について実現すること。

　2015自治体予算編成において、給与関係経費について、時間外勤務手当等必要な額を的確に見積もること。また、総合的見直しに関する減額を行わないこと。

　給料表の構造を都市８級制、町村７級制とし、最低限、一般職員が５級到達可能な役職発令・標準職務表とすること。あわせて、最低でも係長・同相当職の４級到達、課長補佐・同相当職の６級到達とする運用とすること。

　組合員の標準的昇給ラインを明らかにすること。とくに、給与制度の総合的見直しによる影響額について、生涯賃金ベースでの水準を明らかにし、水準維持のために初任給や昇格基準の改善など、昇給ラインの改善をはかること。

　定年までの昇給が可能となるよう号俸を延長すること。

　国における１号昇給抑制措置（2015年１月１日実施）は、手当を改善するための配分原資の確保が目的であるため、実施させないこと。

　現給保障の期限を定めないこと。また、2006給与構造改革における現給保障が継続している自治体は、今回の現給保障とあわせて実施すること。

　単身赴任手当、管理職特別勤務手当および再任用職員に対する単身赴任手当等についてもあわせて協議すること。

　行政（一）の５級・６級の号俸増設にともなう運用は、55歳以上の標準の成績による昇給停止との兼ね合いで逆転現象が生ずる場合は調整を行うこと。

２．基本賃金・諸手当等

　賃金合理化反対、基本賃金等の引き上げ

①　現行賃金水準を維持・改善すること。

②　自治体労働者の賃金を平均11,500円（2.93％）以上引き上げること。なお、実施は４月１日とすること。

③　自治体（関係）労働者の最低賃金を月額155,000円、日額7,750円（／20日）、時間給1,000円（／155時間）)以上とすること。

　給料表・初任給等の改善

①　給料表は７級以上とし、医療職(二)、(三)表など他の給料表使用の場合もこれと同一水準で取り扱うこと。

②　期末・勤勉手当を民間の支給実績を踏まえ引き上げること。また、期末手当に一本化すること。さらに、勤勉手当の成績率の拡大および勤務成績の反映は行わないこととし、成績率の運用については、十分な労使交渉と合意によること。

③　号俸は、定年まで昇給が可能となるよう、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。

④　初任給については、国公基準８号俸上位以上とすること。（高卒初任給を151,800円国公行（一）１級13号俸・2014勧告以上）

⑤　中途採用者の初任給決定にあっては、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすることとし、職員を対象にした在職者調整を行うこと。

⑥　年齢別最低保障賃金制度を確立すること。最低保障水準を標準入職者の９割以上とすること。

⑦　給料の調整額は、支給対象職種の拡大、調整数の改善を行うこと。

　格差解消、昇格・昇給基準等の改善

①　賃金水準の改善にあたっては、国公行政職(一)表水準で最低次の年齢別ポイント級号俸とすること。

18歳1－17（157,700円）、22歳1－33（187,700円）、30歳3-13（246,500円）、

35歳3－40（296,900円）、43歳4－55（365,000円）

②　級別の格付け基準など昇格・昇級基準を短縮・改善することとし、最低非役付職員の国公行政職(一)表５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級４年、３級在級４年､４級在級２年）。また、医療職(二)、(三)表など他の給料表も同一水準以上で取り扱うこと。

③　現業・非現業の昇格・昇給基準の差別を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政（二）表は導入しないこと。また、初任給格付けおよび昇級・昇格差別を廃止し、すべて、非現業と同一取り扱いとすること。

④　４号俸を超える昇給原資を確保し、公平・公正に実施すること。

⑤　４号俸を下回る昇給区分については、処分や無断欠勤など客観的な事由に限ること。

⑥　勤務成績の昇給への反映については、十分な労使交渉と合意によること。

　給与の独自削減、給与構造改革などの回復

①　財政を理由とした独自の基本賃金等の削減および一切の賃金合理化をしないこと。

②　給与水準の引き下げや昇給号俸の抑制の段階的回復を行うこと。

③　年齢による昇給停止や昇給抑制は行わないこと。特に50歳代後半層職員に限定した給与の減額措置は行わないこと。

④　2006給与構造改革の現給保障措置を継続すること。

　諸手当等の改善

①　扶養手当については、血族要件を廃止するとともに、支給額、支給方法を改善すること。

②　住居手当は、支給範囲を拡大し、借家・借間についての改善を行うこと。また、自宅所有者については、定住促進のため措置されてきた経過を踏まえ、今までどおり支給すること。

③　通勤手当は全額実費支給とし、非課税とすること。また、交通用具使用者の手当を実態に見合った額に改善すること。

④　下肢障害者のためマイカー通勤をしている者については、必要経費を完全に保障すること。

⑤　離島など生活の不便な地域に勤務する職員に対し、特地勤務手当を支給すること。

⑥　時間外勤務手当はl00分の150(深夜100分の200)、休日勤務手当はl00分の200とし、夜間勤務手当は100分の50に支給率の改善をはかること。最低でも、労基法改正に伴う水準以上（月60時間を超える部分は100分の150）とすること。また、時間外勤務手当月60時間超の法定休日の取り扱いについては、国と同様に算定時間に含めること。

⑦　宿日直を廃止すること。当面、その回数を減らすとともに宿日直手当を大幅に増額すること。

⑧　管理職員特別勤務手当は一部特定職員のみの優遇措置であり、この手当は制度化および運用しないこと。

⑨　寒冷地手当については現行の支給地区分を維持し、増額すること。

　退職手当の改善について

①　退職手当の増額をはかること。また､早期退職募集制度の導入にあっては､これまでの勧奨退職制度を精査し､国の割増率を最低基準として､自治体職場の実態を踏まえた検討を行うこと。

②　定年前退職者については、個別勧奨退職制度を確立し、退職時特別昇給の実施・拡大など退職条件の改善をはかること。

③　給与制度の総合的見直しを踏まえ、最低でも国に準じた調整額の引き上げを行うこと。

３．自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善

　臨時・非常動・嘱託・パート職員等

①　恒常的な業務に従事する臨時・非常勤・嘱託・パート職員等については、ただちに正規職員とすること。

②　臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の雇用は、労使交渉に基づく協約・協定の内容を踏まえ、当該労働者に賃金、労働時間を明示し労働契約を締結すること。

③　パート労働法の趣旨を地方公務員臨時非常勤職員へ適用するとともに、非常勤職員の諸手当支給制限の撤廃（地方自治法203条の２の改正）にむけ､国に働きかけること。当面して、国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に､以下の点について早急に改善すること。

ア）基本賃金の大幅引上げ（最低でも正規職員の８割）と、年齢や経験年数に応じた初任給格付け、定期的昇給制度の確立。

イ）期末手当（６月、12月）の正規職員並み完全支給。
ウ）寒冷地手当の正規職員並み完全支給。

エ）その他諸手当の支給・制度化、とりわけ最低でも通勤手当は雇用形態を問わず完全支給すること。

オ）諸休暇制度の確立、とりわけ、年次有給休暇制度の採用１年目からの公務員並み確立（最低でも労基法基準の６月継続勤務で10日）と週休２日制の実施。

カ）退職手当の制度化・支給。

キ）社会保険、雇用保険、労災保険への加入。

　社会福祉協議会職員および介護労働者等の処遇改善

①　社会福祉協議会職員の賃金・労働条件を自治体職員並に改善すること。

②　そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。

③　介護報酬の引き下げにともなう賃金の引き下げは行わないこと。

④　介護職員処遇改善加算の確実な請求を行い、介護労働者の処遇改善をすること。

　委託先民間労働者等

①　「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金および労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

②　業務委託に関する入札にあっては、入札価格において人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。

③　最低でも委託先民間職場から労働基準法・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート法）違反や、労働保険・社会保険の有資格未加入といった法違反を一掃すること。そのため、自治体として委託先民間職場の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。

④　委託料の積算について、委託先民間労働者の賃金引き上げを自治体職員と同様にすること。また、委託契約にあっては、賃金・労働条件を明確にし、自治体職員との格差をなくすこと。

⑤　委託清掃職場から労働災害を一掃するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日付け基発第123号）の徹底をはかること。

４．地公法改正に伴う人事評価制度の導入等について

　人事評価制度の導入については、十分な労使交渉・合意を前提とすること。また、導入後においても労使交渉を踏まえた定期的な検証・見直しを行うこと。

　職員間に差をつけることが目的ではないことを明確にすること。

　導入にあたっては、十分な試行期間を確保し、検証を行うこと。

　公平・公正性、透明性、客観性、納得性と、労組の参画、苦情解決制度を確保し、拙速な賃金への反映は行わないこと。

　労働組合が関与した苦情解決制度を整備すること。

　等級別基準職務表の条例化、級別・役職段階ごとの職員数の公表については、労働組合との十分な協議に基づき行うこと。

　等級別基準職務表の条例化にあたっては、係長・同相当職を４級に、課長補佐・同相当職を６級に格付けること。

　現業職員・公営企業職員については、等級別基準職務表の条例化・公表が義務付けられていないことから、条例化・公表は行わないこと。

５．労働時間・休暇等の改善

　労働時間の短縮

①　所定勤務時間を短縮すること。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替制勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

②　時間外勤務の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。また、年間の総労働時間1800時間体制確立にむけ実効ある施策を講じること。

③　労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定）を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること。

④　時間外労働の縮減のため、毎週１回（水曜日を基本）のノー残業デーの設定をはじめ、定時退庁の促進を徹底すること。

⑤　育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日出勤を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。

　休暇制度等の改善

①　年休の完全取得のために実効ある施策を講じること。

②　病院等変則交替制職場の週休２日制の確立のため、必要な人員配置や予算措置など諸条件を整備すること。

③　最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

④　リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇および骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。特に病気休暇については国の特例措置の廃止に伴った見直しは行わないこと。

⑤　健康障害休暇等の新設を行うこと。

　両立支援のための休暇等の新設・充実

①　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

②　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

③　民間の育児･介護休業法の改正､国家公務員の制度改正を踏まえ､以下のとおり改善すること｡

ⅰ）３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

ⅱ）子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正すること。また、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。

ⅲ）配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

ⅳ）育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限および免除についても、同様とすること。

ⅴ）介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

④　臨時・非常勤等職員についても、民間･国と同様に育児･介護休業の適用拡大をはかること。

⑤　育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

⑥　育児のための短時間勤務制度について

ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること。

ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。

⑦　介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

⑧　介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。

⑨　男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。

⑩　保育（育児）時間は最低120分とするとともに､男女とも取得できる制度とし、拡充すること。

⑪　男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果たすための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。

⑫　育児休業および介護休暇に関わる期間の給与上の取り扱いは、全期間勤務したものとみなし、昇給・昇格・一時金・退職手当に関する不利益を解消すること。最低限、期末手当については、人事院規則改正を踏まえ、早急に改善すること。

⑬　次世代育成支援対策推進法を踏まえ、自治体においては事業主として、両立支援策に関わる「行動計画」の着実な実施をはかること。

⑭　配偶者同行休業制度については、国に遅れることなく制度化すること

６．女性労働者の労働条件等

　『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法第13条を遵守し、自治体職員の募集から退職まで一切の男女差別をなくすこと。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職はなくすこと。

　労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。

①　産前産後休暇を、産前８週間(多胎14週間)、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。

③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。

④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものとすること。

⑥　労基法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。

７．労働基本権の確立

　労働基本権の確立をはじめとする以下の事項の実現にむけて、政府や国会へ働きかけること。

①　争議権を法律で保障すること。

②　「職員団体のための職員の行為の制限」（役員の専従制限条項）を撤廃すること。

③　消防職員などすべての官公労働者に団結権や協約締結権を保障すること。

　組合役員の人事異動にあたっては事前協議制を確立すること。

　管理職員の範囲はＩＬＯ87号条約の精神に基づき、不当な拡大を行わないこと。また、団体交渉事項とすること。

８．組織・機構・定数等

　欠員補充・定数拡大・直営堅持

①　欠員不補充、定数削減等を行わず、中長期の新規採用計画策定すること。

②　事務・事業(仕事量)の拡大に見合う、必要な人員を確保すること。特に、ホームヘルパー等介護職員、看護師等看護職員の確保と大幅増員をはかること。

③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするとともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。
④　自治体の障害者雇用については、2013年４月に改正された法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置をはかること。

⑤　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。

⑥　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。

⑦　公共施設等の管理については､直営を堅持すること｡やむを得ず指定管理者制度を検討する場合は､十分な労使協議と合意に基づくこと。また､現行の管理委託制度からの切り替えについても､拙速な切り替えを行わず労使協議を行い､最低限､現在の委託先への切り替えを行うこと｡

　雇用と年金の接続について

①　雇用と年金の接続にむけては、定年年齢の段階的延長を基本方針とすること。

②　定年延長が実現されるまでの間、政府の再任用制度の義務化方針を踏まえ、希望者を再任用すること。

③　再任用者の賃金は国公行（一）４級（277,800円）以上とし、単身赴任手当や生活関連手当等を支給すること。

④　導入にあたっては、在職中の臨時・非常勤等職員の雇用不安につながらないようにすること。
　分限・派遣等

①　自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、上記特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。

②　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに本人の不利益とならない内容で条例化すること。

９　現業職場の労働条件等

　現在、直営で行っている現業職場については、引きつづき直営で行うこと。

　既に、委託されている職場については、自治体の行政責任としてしっかり管理すること。

①　委託契約における適正な賃金確保のための条例（公契約条例）を制定し、入札（総合評価方式・最低制限価格制度）・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保と義務付けるなどの労働保護対策を展開すること

②　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（脱法行為の学校用務員のシルバー人材センターからの派遣、道路交通法違反の清掃パッカー車における作業員のステップ乗車等）

　すべての労働条件（民間委託を含む）については、事前協議（団体交渉）とし、労使双方の合意に基づく労働協約を締結すること。労使の合意に達しないものは、一方的に強行したり、議会提案をしないこと。

10　労働安全衛生等

　労働安全衛生法を遵守するとともに、労働安全衛生委員会を開催すること。また、今年度の開催計画を明らかにすること。

　労災補償制度の上積みをはかること。とくに死亡災害については、自賠責なみとすること。

　職員の健康管理体制の充実をはかること。特に、受診率の向上と受診後の健康管理、指導・教育などへの方策を行うこと。

　セクシャル・ハラスメントやパワーハラスメントをなくすための指針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

　過重労働・メンタルヘルス問題に対する具体的な対策を行うこと。
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　公営交通労働者の実質生活水準確保のため、賃金改善を行うこと。また、経営健全化を目的として引き下げられた給与水準の回復をはかること。

　臨時・非常勤等職員の雇用の安定と生活の改善にむけて、処遇改善をはかること。

　年間総労働時間1800時間体制の早期達成、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、時間外労働時間の縮減、年次有給休暇の完全取得促進をはかること。とりわけ、バス運転手等の実ハンドル時分を含む拘束時間、総労働時間の短縮をはかること。

　公営交通事業の維持・存続のための経営健全化に関わる賃金・労働条件の見直しについては、公営交通の維持・存続を前提に、労使による十分な協議・合意をはかること。また、健全化計画の効果を示すとともにその成果を引き下げられた人件費に適正に再配分すること。

　36協定の協定内容の点検を行い、労働者保護の観点から必要に応じ見直しを行うこと。

　バス・地下鉄・路面電車等の現業職場への女性職員の拡大にむけ、働きやすい職場環境への改善をはかること。とくに、男女ともに安心して深夜・泊まり勤務に就くことができるよう、セキュリティシステムを確立すること。

　ハラスメント防止と、そのための窓口の設置や担当者の配置等を行うこと。

　バスや鉄・軌道等の車内・駅などにおける公共交通従事者への暴力・迷惑行為が増加していることから、さらなる対策強化をはかること。あわせて、罰則条例を設けるとともに、警察、地方運輸局、管内の交通事業者、労働組合等と連携して警備体制強化などのための必要な対策を講じるよう、自治体担当部署や警察等に働きかけること。

２．交通政策関係

　交通政策基本法および交通政策基本計画に基づき、管内の公共交通施策を担当する部署を新たに設置し専門の担当者を配置するとともに、まちづくり計画担当部署と連携して、地域公共交通維持・確保にむけた施策を強化するよう、自治体の担当部署に働きかけること。

　交通政策基本計画、改正地域公共交通活性化再生法(地域公共交通の活性化及び再生に関する法律)に基づき、交通事業者、公安委員会、道路管理者、利用者や労働組合等の代表による協議会を組織し、地域公共交通網形成計画(形成計画)の策定を行うよう、自治体の担当部署に働きかけること。そのうえで、形成計画に基づき、まちづくり計画と一体となった持続可能な地域公共交通ネットワークサービスの形成にむけて主体的かつ創意工夫して取り組むよう、働きかけること。

　管内の公共交通の維持・存続のため、協議内容を公表するなど協議会の機能を高め、採算・不採算にかかわらず住民生活に必要不可欠なバス路線等の確保をはかるよう、自治体の担当部署に働きかけること。

　地域生活交通の維持や安全輸送確保の観点から、良質なバスの運転士の確保および育成は喫緊の課題であり、交通政策基本計画等を踏まえ管内のバス事業者、地方運輸局、労働組合等の関係者と連携してバスの運転士の確保・育成にむけた抜本的な対策を講じること。

　道路交通混雑解消、高齢化対策や地球温暖化対策等の観点から、交通基盤整備、駐車場等各種施設の改善、管内の中心部への乗り入れ規制など自家用自動車から公共交通機関への利用転換をはかるための施策を強化するよう、自治体担当部署や警察等に働きかけること。

　違法駐停車が路面公共交通の運行を阻害し、安全面においても深刻な影響を及ぼしていることから、自治体担当部署や警察、管内の交通事業者、地方運輸局、労働組合等と連携して違法駐停車の取り締まりや啓蒙活動等の対策を強化すること。

　自転車による交通事故が増加していることを踏まえ、自治体や警察、地方運輸局、管内の交通事業者、自治会等と連携して道路交通法に基づく「道路左側路側帯通行」の啓蒙活動、違反者や危険運転者への指導、取り締まりなどを強化すること。

　利用者利便の向上に資するバリアフリー化とシームレス化実現のため、国の支援や警察、地方運輸局、管内の交通事業者等との連携のもと、バリアフリー化施設の整備や路面整備、乗り継ぎの円滑化を図るための交通結節点の整備を推進するよう、自治体担当部署や地方運輸局等に働きかけること。

　道路交通の円滑化をはかるため、狭隘道路の拡幅、道路側溝の暗渠化、電柱の移設、待避所の設置、交差点の隅切・改良、バイパスの設置等を積極的に行うよう、自治体担当部署や警察、地方運輸局等に働きかけること。

　バス輸送の迅速化等走行環境の改善をはかるため、自治体担当部署や警察、地方運輸局、管内のバス事業者、労働組合等の関係者と連携してバス専用レーンの新設、バス優先レーンから専用レーンへの転換、バスレーン適用時間の拡大、バス優先通行のための信号機の敷設等を積極的に行うよう、自治体担当部署や警察等に働きかけること。あわせて、既存のバスレーンの実効を上げるためレーンのカラー舗装化を促進するとともに、右折および駐・停車等の規制強化をはかるよう、働きかけること。

　公共交通の重要な使命である安全・安心の確保がはかられるよう、安全対策を強化するとともに、利用者利便やサービス向上のための施策に積極的に取り組むこと。

	

	


	

	地域公共サービス民間労働者の要求モデル
《2015春闘統一重点課題》
１．自治体最低賃金（月額151,800円以上、日額7,590円以上、時間額980円以上）の協約化

２．賃金の改善・定期昇給（相当分）の確保と賃金表確立、格差是正分の上積み

３．「給与制度の総合的見直し」や、自治体独自の賃金カットにともなう一方的な賃金引下げの阻止

４．50歳台後半職員の昇給抑制、昇格見直しの阻止

５．給与構造改革における現給保障の継続

６．退職手当（金）の水準改善

７．解雇・雇い止め阻止、自治体責任による雇用継続・保障の確立

８．高年齢者雇用継続制度の協約化

９．育児・介護休業法改正を踏まえた両立支援策等の改善

10．公正労働基準に基づく自治体入札・契約制度と委託費の改善、公契約条例の制定

11．総務省の通知を活用した指定管理者制度の改善

12．労働契約法・改正パートタイム労働法を活用した非正規・パート職員（名称にかかわらず短時間の労働者）等の均等待遇の実現

13．労働基準法改正に基づく超過勤務手当の割増賃金率の引き上げ
【賃金・諸手当】
１．公共サービス職場のすべての労働者に適用される最低賃金（月額151,800円＜国公行(一)１級13号俸額＞、日額7,590円、時間給980円）を確立すること。

２．賃金改善について、「賃金カーブ維持相当分＋賃金改善分6,000円」以上の引き上げを実施すること。
●　賃金引上げ額は、2015連合方針（中小共闘方針）を踏まえ、「賃金カーブ維持相当分＋賃金改善分6,000円」以上の確保をはかります。また、賃金表が確立していない単組は、「賃金カーブ維持相当分4,500円＋賃金改善分6,000円」以上を要求目安とします。
３．月例給、一時金について、自治体の水準を最低とし、維持、改善すること。

４．賃金表を確立し、定期昇給を完全実施すること。

５．50歳台後半職員の昇給抑制、昇格見直しは実施しないこと。

６．給与構造改革における現給保障を廃止しないこと。

７．「給与制度の総合的見直し」にならった賃金引き下げは行わないこと。
●　公務における「給与構造改革」にともなう現給保障は、国においては2014年３月末で制度が廃止されましたが、自治体準拠の公共民間単組では、廃止による影響が未だ大きいことから引き続き継続を求める必要があります。

●　さらに、とりわけ自治体準拠の公共民間単組においては、公務における「給与制度の総合的見直し」の動きの影響を受ける形での賃金引き下げを許さない立場で、労組法適用単組であることを活用し、労使交渉等を行っていく必要があります。
８．退職手当（金）の改善をはかること。中小企業退職金共済を活用すること。
（介護職員について）

９．介護職員処遇改善加算を申請し、介護職員の処遇改善に反映させること。
（非正規・パート職員について）

10．非正規・パート職員の賃金については、正規労働者との労働時間に比例したものとし、最低時給は9800円以上とすること。

11．非正規・パート職員の賃金改善について、正規職員との均等・均衡措置として、「37円/ｈ＋２％（物価上昇＋格差是正分）」以上の引き上げを実施すること。
●　賃金引上げ額は、2015連合方針（非正規共闘方針）や均等・均衡待遇の観点を踏まえ、１時間あたり37円＋２％（物価上昇＋格差是正分）以上を求めます。
【人員・休暇・労働時間】

12．人員を確保し、休暇交替要員を確保すること。

13．不払い残業を一掃し、恒常的な超過勤務を縮減するため、増員をはかるなど定数を見直すこと。
14．労働基準法の改正に対応した時間外勤務手当の割増率の引き上げを行うこと。

15．法定休日（日曜または日曜相当日）についても月60時間を超える超過勤務時間の算定の対象とすること。その際、月60時間を超える超過勤務時間の代替休暇制度については導入しないこと。なお、やむをえず導入する場合には、本人の自由選択制を確保すること。
●　労基法および「時間外労働の限度に関する基準」の改正（2010年４月施行）により、時間外労働が月60時間を超える場合、その部分の割増率は50/100以上（従業員300人以下の中小企業については、当分の間、適用猶予）となり、月45時間を超え60時間までは法定割増率（25/100）を上回るよう努力義務が課せられました。

●　従業員300人以下の中小企業については適用猶予となっていますが、国家公務員、地方公務員も、労基法改正を受けて月60時間を超える超過勤務の割増率の引き上げが行われています。公共民間労組においても、労基法改正を踏まえた超過勤務の割増率の引き上げを要求します。

●　また、月60時間を超える超過勤務の割増賃金の支給に代わるものとして、本人同意に基づく代替休暇制度が設けられましたが、時間管理が労使ともに困難であることなどから、代替休暇制度は導入しないことを基本とし、やむをえず導入する場合には本人の自由選択制を確保することが必要です。
16. 賃下げなしの完全週休２日制、週38時間45分以下、年間1800時間労働を達成すること。

17. 年次有給休暇を初年度20日とし、夏季休暇、年末年始休暇、産前産後休暇、育児休業（休暇）、介護休暇、ボランティア休暇制度を確立すること。

18. 育児・介護休業法を踏まえ、両立支援策等に関する所要の措置を速やかに行うこと。また、非正規・パート職員に対しても育児休業・介護休業制度を適用すること。
●　育児・介護休業法では、2012年７月から、３歳未満の子を養育する労働者の短時間勤務制度・所定外労働免除制度の義務化、子の看護休暇制度の拡充、父母ともに育児休業を取得する場合の休業可能期間を子が１歳２ヵ月までに延長（休業期間は１年）、出産後８週間以内に育児休業を取得した父親の再度の育児休業取得の可能化、配偶者が専業主婦（夫）である場合の除外規定の廃止、短期の介護休暇制度の創設などが規定されました。
19．非正規・パート職員の忌引休暇、病気休暇、健康診断について、人事院規則・2014年７月の総務省通知を踏まえ、国の非常勤職員の適用要件・水準を最低とし、正規職員との均等待遇をはかること。

【雇用安定・処遇改善】

20．雇用確保に努め、解雇、雇い止めを行わないこと。

21．高年齢者雇用安定法に基づき、定年を60歳以上に延長し、希望者全員の最低65歳までの雇用継続（再雇用）制度を確立すること。
●　高年齢者雇用安定法が改正され、2013年４月１日に施行されました。継続雇用制度の対象者選別基準に関する労使協定については、改正前の同法第９条２項に基づくものですが、改正により同項が廃止されたため、対象者を希望者全員とした継続雇用制度について労働協約の締結を求めていきます。
22．自治体事業への入札にあたっては、公正労働基準に基づく積算を行い、ダンピング入札を行わないこと。自治体との契約書に記載された「労働条項」（労働基準法をはじめ労働諸法遵守、自治体最低賃金、雇用引き継ぎなど）を遵守すること。

23．指定管理者の応募にあたって、2010年12月28日総務省通知も踏まえ、①公的責任を果たせる人材の配置、②人件費の減額を招かないこと、③非正規職員への置き換えが進まないこと、④労働諸法の履行の条件があること、⑤長期的な視点での企画・立案ができることなどを前提に、事業計画などについて労使協議を行うこと。また、雇用保障協定を締結すること。
（非正規・パート職員について）

24．労働契約法・改正パートタイム労働法に基づき、非正規・パート職員の賃金・労働条件について、正規職員との均等待遇を実現すること（通勤手当などの諸手当含む）。

25．非正規・パート職員の更新拒否の雇い止めをしないこと、また、有期から無期契約への転換をはかるなど、雇用保障にかかわる協定を締結すること。
●　労働契約法（2013年４月改正法施行）により、(ア)有期から無期契約への転換、(イ)不合理な雇い止めの禁止、(ウ)有期雇用であることによる不合理な労働条件の禁止、などが定められました。民間単組においては、労働協約、就業規則、労働条件通知書を点検し、改正労働契約法の趣旨を反映させる取り組みが必要です。また、５年に至る前の雇い止めなど無期転換を避ける脱法的な雇止めをさせないよう取り組みます。

●　改正パートタイム労働法が2015年４月に施行されます。この主な内容は、同一事業所でのパートタイム（短時間）労働者と正社員との間の不合理な待遇の相違は認められないとの規定の新設、正社員との差別的取扱いが禁止される対象範囲の拡大、雇い入れ時の事業主による説明義務の新設などです。
【権利・労安・男女平等】

26．憲法、労働組合法で保障されている団結権、団体交渉権、労働協約締結権、団体行動権などの労働基本権を侵害する不当労働行為を行わないこと。労働条件の決定・変更にあたっての「事前協議・同意協定」を締結すること。

27．安全衛生委員会の設置、健康診断の実施、労災上積み補償（死亡時3,000万円）を確立すること。
28．組合事務所・掲示板を認めること。組合活動のための有給休暇制度を確立すること。

29．地域公共サービスの向上に資する職員研修および人権研修を有給で実施すること。

30．ハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

31．男女間の賃金格差を解消し、職場での男女平等参画を実現すること。

32．2025年まで延長された次世代育成支援対策法に基づき、一般事業主行動計画の策定・見直しを行うこと。

	

	


	

	臨時・非常勤等職員の要求モデル
自治体単組、臨時・非常勤等職員単組、すべての単組で、臨時・非常勤等職員の処遇改善・雇用安定にむけ、要求書を提出し交渉を実施します。

臨時・非常勤等職員の処遇改善・雇用安定に向け、まず、要求書を提出して、労使交渉を実施し、労使で合意した場合は、書面協定（非現業の職員団体）または労働協約（現業、公営企業の労働組合、民間労働組合）として締結することが重要です。

また、非常勤職員に諸手当支給を認める地方自治法改正、パートタイム労働法や労働契約法の趣旨の地方自治体への適用、任期の定めのない短時間勤務職員制度の創設などの法整備にむけて、運動を強化する観点から、所属する地方団体（知事会・市長会・町村会）に対する首長の意見反映を要請することや、地方議会において、臨時・非常勤職員等の処遇改善・雇用安定に関する質疑や意見採択を行うよう、議員対策などを行うこととします。

使用者(自治体)に対する要求については、以下のとおりです。
１．雇用安定
　恒常的な業務に就いているフルタイムまたはフルタイムに準じる職員については、パートタイム労働法や労働契約法の趣旨を踏まえ、正規職員への転換措置をはかること。

　恒常的な業務に就いている臨時・非常勤等職員について、すでに雇用更新年限が設けられている場合、その廃止と雇用継続を行うこと。

　消費生活相談員について、消費者庁通知（2013年３月、2014年６月）や特命担当大臣メッセージなどを踏まえ、雇用更新年限の廃止と雇用継続を行うこと。

　臨時・非常勤等職員の空白期間を廃止すること。

　新たに任用される臨時・非常勤等職員に対して、雇用更新年限を設定しないこと。
●　パートタイム労働法は、「通常の労働者への転換推進措置」を明記し、労働契約法では、①通算５年雇用で本人の申し込みにより有期雇用から無期雇用への転換、②「雇止め判例法理」（※）の法定化をするなど民間労働法制が整備されてきました。

総務省も「任用にあたっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要」（2013.10.16　自治労交渉・総務省回答）と回答しています。また、2014年通常国会ではパートタイム労働法の改正にあたり、公務の臨時・非常勤等職員についても、本法の趣旨を踏まえた対応が必要である旨の付帯決議がなされました。「2014年通知」においても、民間労働法制における制度改正の動向への留意について言及されています。このため、パートタイム労働法や労働契約法の趣旨と内容を踏まえ、恒常的業務に就く臨時・非常勤等職員の雇用継続、正規職員への転換ルールを求めていきます（たとえば経験者採用の枠の創設・拡充など）。

※　有期労働契約の反復更新により無期労働契約と実質的に異ならない状態で存在している場合、または、有期労働契約の期間満了後の雇用継続につき合理的期待が認められる場合に、雇止めが客観的に合理的な理由を欠き社会通念上相当であると認められないとされて雇止めが制限され有期労働契約が更新（締結）されたものとみなす判例法理

●　臨時・非常勤等職員の更新について、３年、５年など上限を設定している場合や新たに上限設定の提案がある場合には、上限について法律上の明記がないこと、業務の性格や業務の期間により任期は異なることから、上限撤廃を求めます。

「2014年通知」においても、一律に応募要件に制限を設けることは、平等取扱いの原則や成績主義の観点から避けるべきとされています。

また、雇用更新年限は、すでに任用されている臨時・非常勤等職員ではなく、今後新たに任用される臨時・非常勤等職員に設定しようとする例も出てくると想定されるため留意が必要です。

●　臨時的任用職員（地公法22条）について、業務が継続しているにもかかわらず任期の満了（最長１年）を理由に雇い止めにすることについては、臨時的任用職員であっても非常勤職員と同様に再任用は可能であることから、雇用継続を求めていきます。

●　臨時的任用職員の再任用では、2009年10月９日総務省交渉回答なども踏まえ、１日や１週間などの空白期間を置くことなく雇用継続とします。

●　国の非常勤職員においても、不必要に短い任期を定めることのないよう配慮しなければならない（人事院規則の改正８－12－８第46条２の３および４）として、任期は業務が行われる期間にあわせて設定される必要があり、特定の制度の適用を避けるために任期と任期の間を１日空けるような運用は、適当ではないとの考え方がとられています。（規則の改正2010年８月、10月施行）
●　厚生年金保険および健康保険の被保険者資格について、１日ないし数日の間をあけたとしても就労の実態に照らして判断される場合に被保険者資格を喪失させることなく取り扱う必要がある旨の厚労省通知（2014年１月）を受け、「2014年通知」においても再度の任用を行う場合の適正な対応をはかるべきとしています。

●　消費生活相談員の雇い止め問題については、「いわゆる「雇止め」の解消を含む消費生活相談員の処遇改善について」を2014年６月24日に発出し、雇止めの解消と処遇改善を求めています。また、内閣府特命担当大臣（消費者行政担当）からは、消費者安全法改正によって消費生活相談員が消費生活相談に関する専門職であることが明らかになったことや、任用要件にふれ、雇止めの解消と処遇改善を強く求めるメッセージを2014年６月に各自治体に発出しています。これらの通知、メッセージを活用し、消費生活相談員はもちろん、他の職種の雇い止めの交渉にも活用することとします。

●　空白期間については、「2014年通知」において、新たな任期と前の任期の間に一定の期間を置くことを直接求める規定は地方公務員法をはじめとした関係法令において存在しないとされています。

●　任期付短時間勤務職員制度の任期についても、再任用は妨げられないとされていることから、業務が継続し、本人が希望する場合には雇用継続とするルールを確立します。
２．賃金要求
　自治体最低賃金を時980円（国公行(一)１級13号俸相当151,800÷20日÷７時間45分）以上とし、正規職員との均等待遇をはかること。

　賃金改善について、37円/ｈ＋２％（物価上昇＋格差是正分）以上の引き上げを実施すること。
　実務経験、能力に基づいて報酬決定を行うこと（昇給制度の確立）。
●　最低賃金は、高卒初任給で自治労が目標とする「国公行(一)１級13号：151,800円」を基本に、日額を151,800円/20日、時給を7,590円/7.75（７時間45分）で算出。

●　賃金改善額については、連合2015春闘方針(非正規共闘方針)や均等・均衡待遇の観点を踏まえ、１時間あたり37円＋２％（物価上昇＋格差是正分）以上の引き上げを求めます。

●　国の非常勤職員は、給与法22条で「常勤の職員の給与との権衡を考慮し、予算の範囲内で、給与を支給する」（給与とは手当を含む）とされ、支給することができることとなっています。
３．最低到達条件
　通勤費用（費用弁償を含む）について全額支払うこと。

　時間外勤務手当（追加報酬）について全額支払うこと。

　次の休暇・休業を制度化すること。
ア　年次有給休暇（年次繰り越しを含む）

イ　産前・産後休暇

ウ　病気休暇

エ　忌引き休暇

オ　短期介護休暇

カ　子の看護休暇

キ　育児・介護休業（休暇）

ク　生理休暇

ケ　夏季休暇

コ　特別休暇
　健康診断について、６ヵ月以上勤続（見込み）・週勤務20時間以上の職員に実施すること。

　雇用保険・健康保険・厚生年金について、加入資格を満たす職員を加入させること。

　2009年度より消費生活相談員の報酬にかかる地方交付税措置が拡充（150万円→300万円）されていることを踏まえ、非常勤職員である消費生活相談員の賃金改善を行うこと。
●　労働基準法をはじめとする法令を遵守させつつ、労働条件の底上げをめざすため、最低到達条件を設定し改善を求めます。

●　通勤費用（費用弁償を含む）（2014年7月4日）、時間外勤務手当（追加報酬）については総務省の「2014年通知」においても適切な取扱いがなされるべきとされています。

●　地方公務員育児休業法及び育児・介護休業法の改正（2010年６月及び2011年４月）により、一定の条件を満たす非常勤職員にもこれらの法が適用されることになりましたが、特別職非常勤職員、臨時的任用職員には適用されません。このため、特別職非常勤職員、臨時的任用職員には自治体の条例・要綱により制度導入することとします。「2014年通知」においても、各法令に基づく適用要件に則った適切な対応が求められるとしています。

●　国の非常勤職員は、給与法22条で「常勤の職員の給与との権衡を考慮し、予算の範囲内で、給与を支給する」（給与とは手当を含む）とされ、支給することができることとなっています。
４．均等待遇
（賃　金）

　自治労の自治体最低賃金と経験年数を考慮した年齢別最低保障賃金を確立すること。

　賃金（報酬）について、人事院指針（2008年８月26日）や総務大臣答弁（2009年５月26日）、「2014年通知」などを踏まえ、職務内容（職務の内容と責任）、在勤する地域、職務経験等の要素を考慮し、改善すること。

　諸手当（相当報酬）について、正規職員との均等待遇による支給とすること。

　週の労働時間が定まり、６ヵ月以上勤務予定の職員には、月給制度を適用すること。
●　総務省交渉の積み上げの成果として、総務大臣は、2012年６月１日の国会質疑において「臨時・非常勤職員の任用に当たっては、通常の労働者との均衡のとれた待遇の確保というパートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応がなされていることが重要。総務省としても、各地方公共団体に対し、必要な助言や情報の提供等を行ってまいりたい」と答弁しています。また、総務省は、2013年10月21日の総務省交渉の中で、「不合理な労働条件の禁止を定める改正労働契約法の規定の趣旨を踏まえた対応を行うことがふさわしいと思われるものについて、各地方公共団体に対して引き続き必要な助言や情報の提供等を行ってまいりたい」と任用にあたって、労働契約法の趣旨の適用について初めて言及がされました。これらの見解や回答を活かし、賃金、その他の労働条件の均等待遇の実現を当局に迫っていくこととします。
●　手当については、2010年９月の茨木市（最高裁）、枚方市（大阪高裁）などの裁判例において、任用根拠にかかわりなく勤務実態にあわせて常勤職員であると認められれば手当の支給を認めています。

また、2012年８月28日の国会答弁で総務省は、「勤務実態が常勤の職員と同様であれば常勤の職員に該当することを認めるとした2008年７月の東京高裁の裁判例があることにも留意をする必要がある」との趣旨の答弁をしています。この裁判では、週勤務が22.5時間の保育士にも、勤務実態が常勤職員と同様であったとして、手当支給が認められています。「2014年通知」においても、常勤の職員に当たるか否かは、任用方法ないし基準、勤務内容及び様態等とし、任用根拠から直ちに定まるものではないとした裁判例をあげ留意が必要としています。

総務大臣も述べている「均衡待遇の確保」の観点からも、まずは手当（相当額）の支給を求め、それが困難な場合は、基本給への追加報酬などを求めます。

（休暇、その他の労働条件）

　休暇諸制度について、その種類、期間、賃金保障など正規職員との均等待遇を行うこと。

　地方公務員災害補償基金の対象とならない職員について、労働災害の補償制度を整備すること。また、日常的な安全衛生活動の対象とすること。

　職場のハラスメントの防止・解決制度に臨時・非常勤等職員を対象とすること。

　パート労働法に準じて、教育訓練の実施、福利厚生への配慮、短時間雇用管理者の設置、労使による苦情処理機関の設置を行うこと。

　任期付短時間勤務職員の給料・諸手当について、正規職員との均等待遇を行うこと。また、定期昇給を行うこと。

●　「2014年通知」において、任期付職員の給与について「給料及び手当支給を可能」としており、「昇給や過去の経験を踏まえた号給の決定を行うことも否定されない」と給与の額の変更もありえるとしています。

●　「2014年通知」において、「一般職の臨時・非常勤職員については地公法上の研修や厚生福利に関する規則が適応される」と明記され、かつ「臨時・非常勤職員の従事する業務の内容や業務に伴う責任に応じて、適切な対応を図るべき」と研修や厚生福利に関して柔軟な対応を求めています。
５．予算の確保
雇用継続、処遇改善のための予算の確保を行うこと。

	


職場の要求を集める


（職場集会・オルグ・アンケート調査など）





要求書の原案作成と職場討議


（職場集会やアンケート結果のまとめ）





要求書・闘争体制・戦術の決定


（機関会議で決定）





要求書提出と団体交渉の申し入れ





回答書を受け取る








団体交渉の設定








団体交渉に向けた準備








団体交渉の進め方








妥結・書面協定
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